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地域診断の試み
――歯科医師会地域歯科保健担当者としての仕事を通して

Attempt to Diagnose the Community We Live 

Before undertaking the community oral health project, it is essential to collect information
about the present situation of the community and to diagnose the community we live.
Especially as the prevalence rate of dental caries decreases, the mean values in the
community may not help us to have a true picture of the community, but also lead to
misunderstand an actual condition of the community. Health care administration in Japan
is by the age of children in the control of Ministry of Education, Culture, Sports, Science
and Technology or Ministry of Health, Labor and Welfare, and in the control of
municipal borough or prefecture, resulting in no consistent data available. Therefore, as a
board member of Yachiyo Dental Association in charge of sanitary affairs. I have
arranged a database of the oral health in our community and used it for “Healthy-town
Building Program of Yachiyo City ” Information collected in the survey reveals an
expanding gap between the regions, for example, over half of 12 year age group have
DMFT 1 and less, but a quarter of children have DMFT 4 and more, and the region with
high DMFT value and high percentage of untreated caries at the 12 year age group has
tendency to have low rate of having a dental check at the age of 3. 
J Health Care Dent. 2005; 7: 23-30.
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はじめに

私たちは診療室に来院する患者さん

を診るとき，はじめに患者さんの主訴

を聞き，次に診察，必要な検査を実施

して診断を行い，治療へとすすむのが

一般的である．地域歯科保健事業を行

っていくうえでも同じようなプロセ

ス，すなわち，地域の現状を知るため

に必要な情報を入手し，不足があれば

追加の調査を実施して「地域診断」を行

うことが必要である．診療室に来院す

る患者さんの多くは主訴があるため，

問題点の把握をすることは比較的容易

だが，地域住民が集団で歯科保健につ

いて問題点を訴えてくることはほとん

どない．今から30年程前のう蝕有病者
率が高い時代では，地域の状況を詳細

に把握せずに一律に事業を進めてもそ

れなりの効果があったが，最近のよう

にう蝕有病者率が低下してきた状況で

は，地域の平均値だけをみていると状

況を正しく把握できないだけでなく現

状を見誤る可能性もある．場合によっ

ては本当に地域歯科保健事業を必要と

している住民に対してサービスを提供

できず，逆に有病者率が低下して，す

でに公衆衛生的なサービスの必要性の

低い地域の住民に対して事業が行われ

費用を無駄にしてしまう可能性もある．

私は，平成 12年 4月から千葉県八千
代市歯科医師会の衛生担当理事とな

り，地域歯科保健を担当することにな

った．担当直後は，地域の問題点の把

握が不十分であり，少しずつ整理をす

すめてデータベースの作成を行った．

また，「健康日本 21」の地域計画である
「八千代市健康まちづくりプラン」作成

のために八千代市健康づくり指針策定

委員会の生活習慣病専門部会長を経験

した．プラン策定の過程で，参加した

さまざまな委員や行政関係者と会合で

話し合うなかで，地域の状況把握の重

要性すなわち「地域診断」という概念の

重要性を認識することになったので，

今回その過程と結果について報告して

みたい．なお，今回は成人，高齢者に

ついては取り上げていない．
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1．行政の担当部署の把握

地域での歯科保健事業は，行政が

事業主体となって行われている．母

子保健法は厚生労働省の管轄であり，

一般的には市町村の保健福祉部の健

康推進課（名称は地域によって異な

る），学校保健法は文部科学省の管轄

なので幼稚園，小学校，中学校は市

町村の教育委員会，高校は県の教育

委員会である．歯科健診の結果は，

母子保健については行政の担当課が

管理しているが，学校歯科健診は各

学校で管理されているようで，八千

代市では教育委員会に報告されるの

は千葉県に報告が必要な項目のみで

ある．したがって市内の各学校の詳

細な健診結果を歯科医師会で把握す

るためには教育委員会に要望して各

学校の結果を報告してもらう必要が

あった．

妊婦から成人に達するまでには多

くの健診事業が行われているのでそ

れぞれを行政の担当部署ごとに一覧

できるようにしておくとわかりやす

い．

2．情報の収集

1）基本データ
（1）市の基本データ
人口，年代別人口，人口増加率，

外国人の比率，市内水道水のフッ化

物濃度など基本資料は市の情報公開

コーナーを利用して資料を集めるこ

とができた（図1）．
人口はもっとも基本となる情報で

あり，特に年代別，男女別は必要で

ある．市内の喫煙者率の調査を行っ

た際，40代男性の喫煙者率59％，30
代男性は51％であり40代男性よりも
低かったが， 4 0 代男性の人口は
10,427人に対して 30代男性の人口は
15,631人であり実際の喫煙者数は 40
代男性が 6,152人，30代男性が 8,034
人で 30代男性の方が多く，喫煙者率
と喫煙者数が逆転していた（表 1）．
このように比率だけでなく，実際の

人数も把握しておくことも大切であ

る．

（2）歯科健診基本データ
毎年開催される行政と歯科医師会

の歯科保健連絡会議において，前年

図 1 八千代市の人口推移

表 1 喫煙率と喫煙者人数

男　性 喫煙率 人　数

20代 12,916 50% 6,458

30代 15,631 51% 8,034

40代 10,427 59% 6,152

50代 13,438 40% 5,321

60代 11,338 39% 4,467

合計 63,750 48% 30,433

女　性 喫煙率 人　数

20代 12,750 21% 2,639

30代 14,350 19% 2,655

40代 9,782 14% 1,330

50代 14,216 9% 1,279

60代 10,835 12% 1,300

喫煙率では 5%の差が人数では半分
女性の喫煙率は 40代のほうが 30代に比べ 5%低いが喫煙者数は
約半分である
実際の事業には比率よりも実人数のほうが重要となる場合もあ
るので，常に人口の把握をしておくことも必要である．
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度の事業報告がされるので，これを

もとにして，1歳 6カ月歯科健診（図
2），3歳児歯科健診（図3）についての
経年推移を調べた．

学校歯科保健については，市内公

立 21学校の小学校 6年，中学校 3年
のDMFT（図4）と各学校での歯科保健
教育についての実施状況についての

アンケート調査を以前から実施して

いたので，これを整理してデータベ

ースを作成した（図5，6）．

これらの経年的な推移からは，い

ずれもう蝕が減少傾向にあることが

わかる．しかし，日々診療室で診察

している実感とは違うようにも思わ

れ，さらにデータの収集を追加した．

2）追加して収集したデータ
（1）4歳 5歳児の歯科健診データ
3歳児歯科健診以降小学校に入学

するまでの期間のデータがなかった

ので，市内の保育所，幼稚園での歯

図 2 1歳 6カ月歯科健診のう蝕有病者率年次推移 図 3 3歳児歯科健診のう蝕有病者率年次推移

図 4 八千代市の小学校 6年生と中学校3年生のDMFT推移

図 5 八千代市学校歯科保健情報管理のデータベース 図 6 データベースの学校別入力画面



科健診データを関係機関に依頼して

集めた．その結果は（図 7）である．4
歳，5歳と年齢とともにう蝕有病者
率は上昇し 5歳児で約 50％の状況で
ある．

（2）12歳児学校単位DMFT，未処置
者率，SiC指数

12歳児DMFTは永久歯う蝕の基本
となるデータであるが，市内全員の

集計データしか存在しないため，教

育委員会にお願いし，市内 11中学校
1年生の歯科健診データを個人名が
特定できないようにして提出しても

らい，これをDMFT SiCという学年
DMFT集計用エクセルのテンプレー
ト注）に入力して各学校のDMFT，未
処置者率，SiC指数を求めた．SiC指
数については文献を参考にしていた

だきたい 4）．

市内の 12歳児のDMFTの分布は
（図 8，9）のとおりである．DMFT 1
以下が過半数に達しているが，一方

DMFT 4以上のハイリスクと思われ
る生徒も1/4存在している状況である．

3）市民の歯科保健に対する意識・行
動データ
八千代市では「健康日本 21」の地域

計画版として平成 16年に「八千代市
健康まちづくりプラン」を策定した．

この策定にあたっては，八千代市が

平成14年8月に策定委員会を設置し，
「すこやか親子専門部会」「生活習慣病

専門部会」「いきいき高齢者専門部会」

の 3部会において市民代表の委員も
交えて八千代市における生涯を通じ

た健康づくりの方針について検討を

重ねてきた．検討の基本資料として

市民に対するアンケート調査を実施
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図 7 八千代市の1歳から5歳う蝕有病者率（2003年）

図 8 八千代市の12歳児DMF分布（2004年） 図 9 八千代市の12歳児DMF（2004年）

注： 日本ヘルスケア歯科研究会HPから会員のみダウンロード可能

http://www.healthcare.gr.jp/index.html
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した．調査対象者と調査方法は（図

10，11）である．その中で市民の歯
科保健に対する意識・行動を調査す

ることができたので，歯科に関する

項目を抜粋した（図12～17）．

4）市内歯科医院での定期予防管理実
施状況
平成 16年 7月に歯科医師会会員の

診療所に対して定期予防管理の実施

状況についてアンケート調査（回収率

58％）を行った．その結果の一部であ
るが図18～20のような状況である．

3．収集したデータの結果の分析

1）母子歯科保健健診結果と学校歯科
健診結果の関係
市内 1 1 中学校の未処置者率と

DMFTを集計したところ学校により
DMFTで3倍，未処置者率では5倍も
の開きがあることがわかった（図

21）．

図12 調査書の歯科に関する項目の抜粋

図 10，11 調査対象と調査方法および回収結果

調査の種類 調査対象

小学生調査（児童） 市内7つの小学 4~6年生の児童624名
（学校経由で配布、回収）

小学生調査（保護者） 市内7つの小学校 4~6年生の児童を持つ保護者 624名
（調査対象となった児童が家庭に持ち帰り、記入後、児童経由で

回収、提出）

中学・高校生調査 市内 5つの中学校 1~3年生および市内 3つの高校 1~3
年生に通学する中学生 505名，高校生 502名の計 1,007
名（学校経由で配布、回収）

成人調査 住民基本台帳より 18歳以上 65歳未満（平成 15年 6月現
在）の市内在住者 2,000人を八千代市の年齢構成に従っ
て無作為抽出（郵送配布、郵送回収）

高齢者調査 住民基本台帳より 65歳以上（平成 15年 6月現在）の市内
在住者 1,000人を八千代市の年齢構成に従って無作為
抽出（郵送配布、郵送回収）

配布数 有効回収数 回収率

624 619 99.2%

624 582 93.3%

1,007 982 97.5%

2,000 920 46.0%

1,000 730 73.0%

図 14，15 医科と歯科での定期健診受診率の違い
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図 16 定期的に歯科健診を受ける率（学校歯科健診以外）

図 17 フッ素入り歯磨剤使用状況

図 18 リコールシステムの有無 図19 リコールに対応された方は主にど
なたが対応しますか

図20 現在リコールを行っていない理由

そして，未処置者率が高くDMFT
も高い二つの中学校，未処置者率が

低くDMFTも低い二つの中学校，そ
して中間に位置する七つの中学校の

三つに分類できる傾向があることも

わかった．それぞれの学校について

学年人数を表したのが図22である．
一般的に学校歯科健診の際には健

診にあたる歯科医師の診断基準の差

によって健診結果が変わることが問

題となることがある．今回の健診結

果についてもその可能性があると思

われたので，A，Bの学区域には歯科
の問題を抱えている生徒が本当に多

いのか，何らかの方法で裏付けをす

ることが必要だと考えた．中学校学

区域内には複数の小学校があるが，

それぞれの小学校は隣接する中学校

へも進学する場合もあるため，小学

校と中学校の歯科健診結果を比較し

て地区の傾向を調べることは難しい．

そこで中学校学区域ごとの 3歳児歯
科健診の有病者率，受診率を調べれ

ば解決できるのではないかと考えた．

しかし，八千代市では市内の母子保

健データを地区単位で集計していな

かった．行政の担当者に事情を説明

し，中学校の学区域単位で健診結果

を再集計してもらうように依頼した．

残念ながら中学校学区域は非常に複

雑でこの方法での集計はできなかっ

たが，日頃行政が行っている地区単

位で再集計を行うことができた．そ

の結果が図23である．
この結果からA中学校のある地区

の 3歳児歯科健診の受診率が市内で



一番低く，う蝕有病者率が最も高い

ことが判明した．また，B中学校の
ある地区も同じく受診率が低いこと

がわかった．同じ地区の中学校歯科

健診と母子歯科健診が同じような結

果であることから考えるとA，B地
区では，何らかの理由で歯科健診や

歯科医院での治療の機会をもてない

環境の住民の比率が高いということ

ができる．

また，地区別集計結果から，3歳
児歯科健診の受診率が最も高い地区

のう蝕有病者率が市内で最も低い状

況であることもわかった．

2）市民の歯科保健に対する意識・行
動
成人で「定期的に健康診断，健康診

査，人間ドッグを受ける」人の比率と

「定期的に歯科医院で検診を受ける」

人の比率を比較すると医科の健診を

受ける人の比率と歯科の検診を受け

ない人の比率がほぼ同じであり，医
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科と歯科で全く逆の傾向になってい

ることがわかる（図14，15）．
小学生から高齢者まで「定期的に歯

科検診を受ける（学校歯科健診以外

で）」人の比率は小学生では 30％ほど
いるが中学校で 10％台に低下しその
後50歳代まで同じ傾向が続き，60歳
代になって再び 30％台に上昇してい
ることがわかった（図16）．

3）市内歯科医院での状況
市内の歯科医師会加入歯科医院の

70％では何らかのリコールシステム
があることがわかったが，「来院され

た方に主に対応するのは歯科衛生士」

と回答された先生は 17％にとどま
り，メインテナンスの内容について

は効果的に行われていない状況が推

測された．また，リコールシステム

を持たない医院の回答には，医院側

に受入れ体制がない，歯科保険制度，

面倒であるとの回答がみられた．

4．地域の状況についてのまとめ
（地域診断）

①市内の 1歳半，3歳児，小学校 6
年，中学校 3年生のう蝕の状況
は平均としては年々低下傾向が

認められる．

②市内 12歳児DMFTは，DMFT 1
以下の生徒が過半数であるが，

1/4はDMFTが4以上である．
③市内12歳児DMFTが高く未処置
者率も高い地区では 3歳児歯科
健診の受診率も低い傾向が認め

られた．市内でも地区によって

のばらつきが大きいのが現状で

ある．

④歯科医院で定期的に管理を受け
ている人は，小学生と 60歳以上
の方では 30％台であったが，そ
れ以外は 10％台であり，非常に
低いのが現状である．

⑤リコールを取り入れている歯科
医院は過半数であるが，リコー

図 21 学校別未処置者率とDMFT

学
校
別
未
処
置
者
率

学
校
別
未
処
置
者
率

図22 未処置者率とDMFT（学年人数を丸の大きさで表した）．
数字は人数

図 23 八千代市の3歳児歯科健診地区別受診率・有病者率（2003年度）
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ル来院患者への対応は歯科医師

が中心であった．

考　察

地域での幼児から若年者の歯科保

健事業は母子保健と学校保健とに分

かれているため，責任をもって二つ

の事業の連携を行う仕組みが行政に

は存在していない．そのため地域の

歯科医師会の地域歯科保健担当者が

行わなければならないのが現状であ

る．しかし，多くの歯科医師会では

母子保健担当者と学校保健担当者が

異なっており，また，歯科医師会が

複数の市町村にまたがっている場合

も珍しいことではないので，生涯の

口腔の健康に一番大事な時期の地域

歯科保健事業が地域でうまく連携さ

れていないことが多い．

今回の試みから人口 18万人程度の
市町村でも市内の地区によって若年

者の歯科保健の状況にかなりのばら

つきがあることがわかった．おそら

く他の市町村でも同じ状況にあるも

のと思わる．今までの歯科保健活動

を振り返ってみると，学校が自主的

に歯科保健に熱心に取り組む事例も

あったが，そのための根拠，すなわ

ち「なぜこの学校が歯科保健を重点と

して取り組むか」ということについて

考慮することはほとんど行われなか

ったように思われる．たまたま，熱

心な教員がいたから，熱心な学校歯

科医がいたから，あるいは歯科保健

の推進指定校になったからなど，で

ある．

この 20年間に先進工業国ではう蝕
の減少が進んでいるが，その実態は

多くの健常者がいる一方で一部のハ

イリスク者に多くのう蝕が偏する二

極化が進んできているようである．

八千代市でも今回の調査から 12歳児
のDMFTが 1以下の者が過半数を占
めていることがわかったが，1 / 4 の
者はDMFTが 4以上で多くのう蝕を
かかえている者も存在している．も

はや平均値だけで地域の実態をつか

める時代ではなくなってきている．

経済の低成長，少子高齢化の進行

に伴って社会保障費の負担が年々増

加し，行政は財政的に非常に厳しく

なっている．そのため，今まで以上

に効率的な事業を行うことが望まれ

ている．

このような背景を考えると歯科に

おいても地域歯科保健についてより

費用対効果の高い事業が実施できる

よう，また，住民に対してもきちん

と説明ができるような根拠をもった

事業を行っていくことが望まれてい

る．

そのためには今回試みたような「地

域診断」を行い地域の状況を詳細に把

握することが必要である．さらには

幼児から若年者まで一貫して管理で

きるような歯科保健事業の仕組みも

必要であろう．これらは本来，行政

が主体となるべきだと考えるが，実

際には，行政は縦割り構造であるた

め地域の歯科医師会がその中心的役

割を担う必要があるように思う．

今回の「地域診断の試み」は，八千

代市保健センター，八千代市教育委

員会など行政関係者，八千代市健康

指針策定委員会の方々，私の所属す

る八千代市歯科医師会会員，衛生委

員会の先生など多くの方のご協力で

まとめることができました．この場

を借りて厚く御礼申し上げます．
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